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22はじめに

○本資料では、第5回需給調整市場検討小委員会（2018.7.31）で整理された論点のうち、
「6-1 1社目の中給システムの抜本的な改修において反映すべき中給改修項目の整理」の
課題に対する検討状況を報告する。

2018.7.31 第5回 需給調整市場小委員会 資料3より抜粋



33（参考）中給システムの抜本的な改修が必要となる項目

2018.7.31 第5回 需給調整市場小委員会 資料3より抜粋
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55制御方式・演算周期等の統一について

2018.3.30 第2回 需給調整市場小委員会
資料5より抜粋

○ 各発電機制御方式・LFC演算周期については、将来的に全国市場となることに備えると統一することが
望ましいものの、中給システムの改修に留まらず、電源側も含めた制御システム全体の構築となるた
め、相当の期間を要する。

○ そこで、二次①の広域運用を早期に実現するために、中給抜本改修を実施しないで二次①の広域運用
が可能かどうか、2020＋Y年度の前倒しの可能性について検討する。

○ 具体的には、

 現在の中給システムにおける二次①相当の制御方式・LFC演算周期の差異について調査する。

 広域需給調整システムにモジュールを追加することで、抜本改修による制御方式等を統一しなくても広域運
用が可能となるか、可能な場合はその方法について検討する。(2020+Y年度の前倒し)

 制御方式等の統一が必要な場合は、どのような統一が必要か検討する。(2020+Y年度)

 将来的に全国市場となることに備え、新設発電機への制御方式等の統一や、既設・新設発電機が混在する期
間の中給システムの構築について検討していく。(将来)

ここでの課題は、広域需給調整
システムに二次①のモジュールが
追加された後の中給～電源等の
制御方式に関することである。



66中給システムの仕様差異の現状

○二次①の広域運用に関する各社中給システムの以下の仕様差異を調査した。

①演算周期：中給システム内での演算の周期

②制御周期：発電機への制御指令送信周期

③指令方法：発電機への指令方法

中給
システム

発電機A

発電機B

発電機Z
①演算周期 ②制御周期

③指令方法

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

①演算周期 ３秒 5秒 1秒 5秒 2秒 0.5秒 2秒 2秒 5秒 2秒

②制御周期 ３秒 5秒 1秒
10秒
※1

30秒 0.5秒 10秒
5秒/20秒

※3
5秒 2秒

③指令方法 指令値 指令値
指令値

(％信号)
パルス
※2

指令値 パルス 指令値 指令値 指令値 指令値

※1：ARがある閾値以上になると5秒
※2：一部他社水力に数値指令あり

※3：常時は20秒で使用。5秒に切替可

③指令方法（指令値、
パルス）は同様でも、各
社により、
・配分対象の考え方
・指令の送信方法

等の詳細仕様は異なる



77抜本改修を行わなくても二次①の広域運用が可能となる方法について(2020+Y年度の前倒し)

上り情報：各エリアの制御量

下り情報：各エリアへの配分量

G G G

Aエリア

G G G

Bエリア

G G G

・システム処理時間
・伝送時間（上り下り）

…
中給 中給 中給

広域需給調整
システム

Nエリア

①演算周期：0.5秒
②制御周期：0.5秒
③指令方法：パルス

①：2秒
②：10秒
③：数値

①：5秒
②：5秒
③：数値

○ 二次①に相当するLFC制御は、現在、エリア毎に数秒から数十秒周期で実施している。

○ 広域需給調整システムにモジュールを追加することにより二次①の広域運用を行う場合には、高速に
各エリアへの制御配分量を計算する必要があり、「広域需給調整システムとのデータ連係」、「広域
需給調整システムの演算処理」にかかる遅延時間が周波数品質面に与える影響を確認する必要がある。

○ また、直流連系設備の活用可否、活用した場合の影響についても確認する必要がある。

○ そのため、現状における、演算周期や制御周期が異なる各エリア中給のモデルを構築し、抜本改修を
行わずに二次①の広域運用が可能か、シミュレーションによる確認を行う。

○ シミュレーション結果を踏まえて2020＋Y年度の前倒しについてご議論いただきたい。



88

①演算周期：0.5秒
②制御周期：0.5秒
③指令方法：パルス

①：2秒
②：10秒
③：数値

①：5秒
②：5秒
③：数値

上り情報：各エリアの制御量

下り情報：各エリアへの配分量

G G G

Aエリア

G G G

Bエリア

G G G

・システム処理時間
・伝送時間（上り下り）

…
中給 中給 中給

広域需給調整
システム

Nエリア

中給抜本改修が必要となった場合の対応について(2020+Y年度および将来)

○ 二次①の広域運用に発電機制御方式、LFC演算周期の統一が必要と判断された場合、統一仕様における
周波数品質面への影響についてもシミュレーションで確認が必要。

○ また、発電機制御方式、LFC演算周期の統一による「既設発電機（発電機制御系や主機）への影響」等
についても確認が必要。

○ 仕様統一の検討は、発電事業者にとってエリア毎に接続条件が異なる状態を解消することにもなる。
新設発電機の制御方式等の統一や、既設・新設発電機が混在する期間の中給システムの構築について
も検討していく。



99（参考）中給システムの仕様差異の検討項目例

○制御方式等の統一については、中給システム（ソフトウェア、ハードウェア）の検討だけ
でなく、発電所への伝送方法や、発電機制御盤との信号の引渡し方法、仕様統一による既
設発電機の改造要否などの検討が必要。

【制御ブロック概念図と仕様統一の検討が必要となる項目（例）】

中給
システム

伝送
装置

（親）

伝送
装置

（子）

発電機
制御盤

発電機

●伝送部

・伝送遅延時間

・伝送方式

・接続上限数（親装置）

●中給側処理

・演算（ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ）周期

・制御（配分）周期

・配分方法

・指令方法

・AR算出方法

・LFC、EDC出力方法

（一括/個別）

・制御上限数（中給処理）

●信号引渡し部

・信号種別

・インターフェース

（無電圧接点渡し

電圧渡し／電流渡し等）

・出力インターバル

・接続上限数（発電機制御盤）



1010（参考）LFC（負荷周波数制御）

2015.6.12 第2回 調整力等に関する委員会 資料3-1より抜粋



1111（参考）LFCとEDC（経済負荷配分制御）の協調制御（中部電力のケース）

2015.6.12 第2回 調整力等に関する委員会 資料3-1より抜粋
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1313中給システムの抜本的な改修が必要となる項目（２）

○「単価登録の細分化」、「V1/V2による直接的な運用」、「中給制御の最大数」に関して、
小委員会の議論状況に応じて、中給システムの抜本改修要否を検討する。

2018.7.31 第5回 需給調整市場小委員会 資料3より抜粋



14単価登録の細分化のイメージ

時間帯毎に設定

0:00-0:30

0:30-1:00

1:00-1:30

1:30-2:00

2:00-2:30

上段：V1（上げ調整単価）
下段：V2（下げ調整単価）[円/kWh]

○ 現状の中給は、あらかじめ発電機ごとに登録された単価（各1種類）に基づき、各発電機の増分燃料費
（kWh単価）が等しくなるよう経済負荷配分制御を行っている。（17ｽﾗｲﾄﾞ参照）

○ 事業者へのアンケートで、単価登録の細分化（時間帯別のkWh単価の登録）の要望があったが、現状
システムでは、時間帯別に異なる単価を認識し自動制御することが難しいため、中給システムへの単
価登録の自動化や、時間帯別に異なる単価をもった調整力を自動制御できるよう中給システムを改修
する必要がある。なお、単価登録の自動化については今後の検討課題となっている。

○ 当面は週間段階で単価を登録していただくことが必要だが、単価登録の細分化により多数の参加者が
見込まれ一般送配電事業者の調整コスト低減に寄与することから、以下イメージの単価登録細分化に
ついて検討していく。

【現在】 【細分化後】



15V1/V2による直接的運用

○現状の中給システムでは、abc定数を用いた2次式にて燃料費を認識し、経済負荷配分を実
施している。

○事業者からは発電機の出力帯毎にV1/V2単価を受領しているが、当面の実運用においては、
中給システムで演算可能な2次式を用意する必要がある。

○今後、事業者から提出されるV1/V2単価で直接的にメリットオーダー運転を行うことによ
る、より厳密なメリットオーダー実現について検討する。

出力（MW）

kWh単価
（円/kWh）

V1単価
（出力帯毎に階段状）

abc定数に基づく燃料単価カーブ

（現状、中給へはこちらを登録）

【V1単価と中給登録単価カーブのイメージ】



16

順位
電源
名称

単価
（円/kWh）

電源
名称

単価
（円/kWh）

1 E 5.0 A 7.0

2 D 5.2 B 6.5

3 C 6.0 C 5.5

4 B 7.0 D 4.5

5 A 7.5 E 4.0

上げ側

順位 電源名称 単価（円/kWh）

1 A 5.0

2 E 5.2

3 B 6.0

4 C 7.0

5 D 7.5

下げ側

（上げ下げ別）

MAX

A B C D E

V1

V2

発
電
機
実
出
力

k
W
h

単
価

将
来

（
Ｖ
１
／
Ｖ
２
に
よ
る
制
御
）

現
行

（
ａ
ｂ
ｃ
に
よ
る
制
御
）

発電機実出力

k
W
h

単
価 A

B
C
D
E

V1

V1

V1
V1

V2
V2

V2 V2

（上げ下げ共通）

単価のイメージ
メリットオーダーリストのイメージ

（ある時点でのメリットオーダー順位、単価）

（参考）V1/V2による直接的運用のイメージ

[円
/k
W
h
]

【等増分燃料費法】
各発電機のkWh単価が
等しくなるよう運転点を決定

【V1/V2による直接的運用】
現在の発電機実出力から
最も安価な調整力を発動



17（参考）現中給システムによる経済負荷配分

2018.5.23 第4回 需給調整市場小委員会 資料3より抜粋



18中給制御の最大数

○現状中給のオンライン接続可能な残り電源数には限りがあり、エリア毎にも差異がある。

○最低入札量の引き下げに伴い新規参入事業者が増加することを考慮すると、今の中給制
御可能最大数では接続したくても接続できない事業者が生じる虞がある。当面は先着優
先で対応せざるを得ない。

○このため、中給リプレース等のタイミングに合わせ、制御上限数の拡大について検討す
る。



19（参考）中給制御の最大数に関する現状調査

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 沖縄

中給制御の
可能最大数

128 128 512
(1024※1)

209 24
(40※1)

120 80 80 256 64

現在の制御数※2 34 98 193 52 23 27 69 23 222 34

空き制御数※2 94 30 319
(831※1)

157 1
(17※1)

93 11 57 34 30

ネック箇所※3 中給
システム

伝送
装置

中給
システム

中給
システム

伝送
装置

伝送
装置

中給
システム

中給
システム

中給
システム

中給
システム

改修方法※4 a a a a b a a b b b

※1：2019年度中に制御可能台数の増強予定あり。増加後の台数を（ ）内に示す。
※2：現在中給と接続しているオンライン調整電源は、1発電所で複数の制御数を使用することもある。
※3：中給制御の制御可能上限となるネック箇所
※4：制御可能数を増やす場合の改修方法 → a：抜本的な改修、ｂ：通常の改修

【制御ブロック概念図と仕様統一の検討が必要となる項目（例）】
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2121検討のスケジュールについて

○各社中給システムのリプレース時期を勘案しつつ、広域化シミュレーションを通じて、中
給システムの改修内容等の検討を進めていく。

2018 2019 2020 2021 2022 2023

制
御
方
式
・
演
算
周
期
の
統
一

広域需給調整
システム仕様検討

現状モデル広域化
シミュレーション

統一仕様の検討

仕様統一モデル
シミュレーション

単価登録細分化

V1/V2による
直接的な運用

中給制御の最大数



2222（参考）当面の検討スケジュール

2018.5.23 第4回 需給調整市場小委員会 資料3より抜粋


